
資料２－２

総務省独立行政法人評価委員会の業績勘案率(案)について 

 

１ 審議対象案件の内容 

（１）対象者 

   情報通信研究機構：理事長１名 

（２）業績勘案率（案）：１.０ 

 

２ 業績勘案率（案）の決定方法（別添１、別添２） 

・ 業績勘案率の決定方法は、「独立行政法人の役員退職金に係る「業績勘案率」の決

定についての申し合わせ」（平成16年３月11日総務省独立行政法人評価委員会決定、

以下「申し合わせ」という。）に基づくものであり、当分科会の方針に沿ったもの（参

考１及び下表）。 

・ 具体的には「申し合わせ」の「１.」に基づいて算出した「基準業績勘案率」を、

「２．」に基づき対象者の在職期間の業績と過去の業績との明確な差の有無等を総合

的に検討・審議する方式。 

・ 上記退職役員に係る業績勘案率(案)についても、この方式により検討・審議し、業

績勘案率を「１.０」として決定しているところ。 

 

３ 当委員会の意見案 

  当該業績勘案率（案）は、「役員退職金に係る業績勘案率に関する方針」（平成 16 年

７月 23 日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会決定）に沿っ

た方法により決定されており、妥当なものと認められることから「意見なし」といた

したい。 

 

 
（補足説明）上記２の総務省独立行政法人評価委員会決定における決定方法の主な内容は、次のとおり。 

独法行政法人評価分科会の方針 総務省独立行政法人評価委員会決定における決定方法

２.① 退職役員の在職期間に係る法人等の業績が、当

該法人の過去の通常の業績とは明確に差がある

こと及びその差を客観的、具体的かつ明確に説明

できるものとなっていること。 

役員退職金の「業績勘案率」は、当該役員が在職期

間中の独立行政法人の業績についての評価（当該役員

が在職期間中の当委員会の評価の平均値）を基準とす

る。 

（「申し合わせ」１.） 

２.⑤  退職役員の個人的な業績を考慮する場合、 

   ・ 考慮の程度が付随的なものとなっており、法

人等の業績に比べて重視しすぎていないこと。

     ・ 過去の役員の通常の業績とは差があったこと

を客観的・具体的根拠によって認定しているこ

と。 

   ・ 個人的な業績を考慮して業績勘案率を変動さ

せる幅について、過去の役員の通常の業績との

差に対応した明確な基準が定められているこ

と。また、客観的・具体的根拠によってその幅

を決定していること。 

   ・ 役員任期中における、法人役員としての固有

の業務に関する個人的な業績であること。 

 「基準業績勘案率」に、当該役員の法人業績への貢

献度その他当該数値に現れていない事項を総合的に考

慮して、0.0～2.0 の間で当該役員の業績勘案率を決定

する。 

（「申し合わせ」２.） 

 



別添１ 
総務省独立行政法人評価委員会から通知された業績勘案率（案）の算定内容 

 

算  定  内  容 

調 整 

 

業績勘案率適用期間 

法  人  名 役 職 
 

(参考) 

在任期間 

 

基準業績勘案率 

 

 

（※１） 

当該役員の法人業績への

貢献度その他当該数値に

現れていない事項を総合

的に考慮 

 

 

業績勘案率

（案） 

 

（※２） 

情報通信研究機構 理事長 H16.4.1～H19.3.31 H16.4.1～ １．３７ あり １．０ 

（※１）「申し合わせ」１．において「当該役員の在職期間中の総務省独立行政法人評価委員会の評価の平均値」とされている。 

（※２）調整の結果、当該法人の過去の業績と比較して、明確な差がなかったこと等により、１．０とすることが適当と判断。 



別添２ 

 
平 成 １ ６ 年 ３ 月 １ １ 日 決 定 
平 成 １ ７ 年 ８ 月 ２ ６ 日 改 定 

総務省独立行政法人評価委員会 

 

独立行政法人の役員退職金に係る「業績勘案率」 

の決定についての申し合わせ 

 
独立行政法人の役員退職金に係る「業績勘案率」は、以下の考え方に基づき決定す

ることとする。 

１．役員退職金の「業績勘案率」は、当該役員が在職期間中の独立行政法人の業績

についての評価（以下の式により算出される当該役員が在職期間中の当委員会の

評価の平均値。以下「基準業績勘案率」という。）を基準とする。 

 

「基準業績勘案率」＝Σ[{1.75×(n 年度のＡＡ評価の項目数)＋ 

     ※１      1.25×(n 年度のＡ評価の項目数)＋ 

             1.00×(n 年度のＢ評価の項目数)＋ 

             0.75×(n 年度のＣ評価の項目数)＋ 

             0.25×(n 年度のＤ評価の項目数)}/(n 年度の評価項 

目数)] ※２                    

                  (評価の年度数) 

 

※１「基準業績勘案率」は小数点以下第２位まで求める(小数点以下第３位を四捨五入) 

ものとする。 

※２ [ ]内の数値は小数点以下第３位まで求める(小数点以下第４位を四捨五入)ものと

する。 

なお、n＝平成１３年度は、「ＡＡ」を「Ａ」と、「Ａ」を「Ｂ」と、「Ｂ」を「Ｃ」

と、「Ｃ」を「Ｄ」と、「Ｄ」を「Ｅ」と読み替えるものとする。 

             

 
 ２．各分科会は、上記１により算出される「基準業績勘案率」に、当該役員の法人

業績への貢献度その他当該数値に現れていない事項を総合的に考慮して、0.0～2.0

の間で当該役員の業績勘案率(小数点以下第１位まで)を決定する。 

注） 業績勘案率が 1.0 を超える場合は、政策評価・独立行政法人評価委員会が「役

員退職金に係る業績勘案率に関する方針」を勘案し、厳格に検討を行うことと

している。 

  ３． なお、在職期間が１年に満たない場合は、業績勘案率は 1.0 を基準とする。 



（案） 

政 委 第  号 

平成 20 年 月 日 

 

総務省独立行政法人評価委員会 

   委 員 長  堀 部  政 男 殿 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

委 員 長  大 橋  洋 治 

 

 

「総務省所管の独立行政法人の役員の退職に係る 

業績勘案率（案）について」について（意見） 

 

「総務省所管の独立行政法人の役員の退職に係る業績勘案率（案）につ

いて」（平成19年11月14日付け）をもって貴委員会から通知のありまし

た業績勘案率（案）については、「役員退職金に係る業績勘案率に関する方

針」（平成16年７月23日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人

評価分科会決定）に沿っているものであり、特に意見はありません。 

  


